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東京都調布市若葉町１－３６－７
請求人 黒沢建設 株式会社

東京都港区虎ノ門一丁目２番２９号 虎ノ門産業ビル６階
代理人弁理士 特許業務法人東京アルパ特許事務所

東京都港区東新橋１－５－２ 汐留シティセンター１６階
被請求人 株式会社 プロロジス

東京都港区元赤坂一丁目２番７号 赤坂Ｋタワー アンダーソン・毛利・友常法
律事務所
代理人弁理士 岩瀬 吉和

　上記当事者間の特許第３８９９３５４号の判定請求事件について、次のと
おり判定する。

結　論
　イ号図面及びその説明書に示す「免震建物」は、特許第３８９９３５４号
発明の技術的範囲に属しない。

理　由
第１　請求の趣旨と手続の経緯
　本件判定請求の趣旨は、補正された判定請求書（以下「判定請求書」とい
う。）に添付したイ号図面及びその説明書（甲第２号証）に示す「免震建
物」（以下「イ号物件」という。）は、特許第３８９９３５４号（以下「本
件特許」という。）に係る特許発明の技術的範囲に属しないとの判定を求め
るものである。

　本件特許に係る手続の経緯は、平成１６年１０月８日に出願され、平成
１９年１月５日に特許権の設定登録がなされ、平成２９年１月２５日になさ
れた本件判定請求について、同年２月１５日に請求人から手続補正書が提出
されたものである。その後、平成２９年２月１７日付けで判定請求書副本及
び手続補正書副本を送達するとともに、期間を指定して答弁書を提出する機
会を与えたが、被請求人から答弁書等の提出はなかった。

第２　本件特許発明
　本件特許発明は、本件特許明細書及び図面の記載からみて、特許請求の範
囲の請求項１に記載された事項により特定される次のとおりのものである
（当審において、構成要件ごとに分説し、記号Ａ～Ｆを付した。以下「構成
要件Ａ」などという。）。

「Ａ　建物本体と、この建物本体の荷重を地盤に伝達して支持する建物基礎
と、この建物基礎に固定され前記建物本体を支持する免震装置とを備えた免
震建物であって、
　Ｂ　前記建物基礎は、地盤に貫入された複数の鋼管杭と、これら複数の鋼
管杭の杭頭部同士を連結する連結部材とを有して構成され、前記鋼管杭の杭
頭部上に前記免震装置が固定され、この免震装置上に前記建物本体の最下階
の大梁が直接固定され、
Ｃ　前記免震装置は、前記鋼管杭の杭頭部に設置された固定部材を介して当
該鋼管杭に固定されており、
Ｄ　前記固定部材は、前記免震装置が固定されるベースプレートと、この



ベースプレート下面に固定されたアンカー部材とを有して構成され、
Ｅ　前記鋼管杭の杭頭部に前記アンカー部材を挿入し、かつ前記ベースプ
レートを位置決めした状態で、前記杭頭部にコンクリートを注入して前記
ベースプレート下面まで充填することで、硬化したコンクリートにより前記
鋼管杭と前記固定部材とが一体化されることを特徴とする
　Ｆ　免震建物。」

第３　イ号物件
１　判定請求書におけるイ号物件の説明
　平成２９年２月１５日付け手続補正書により補正された判定請求書に添付
されたイ号図面及びその説明書（甲第２号証）では、イ号物件について、概
ね以下のように説明している。

「ａ．建物の上部構造における鉛直荷重を支える複数本の柱の位置に、下部
構造の基礎となる複数本の鋼管杭を地盤に打ち込み、各柱が取り付けられる
フーチングと鋼管杭を含む下部基礎との間に免震装置が取り付けられた免震
建物であって、
ｂ．前記下部基礎は、鋼管杭の頭部と周囲とを囲うように立ち上げて形成さ
れ、上面中央部にアンカーボルトを介して下部ベースプレートが取り付けら
れた構成であり、
ｃ．前記下部ベースプレート上に免震装置を載置して固定ボルトにより固定
することで下部基礎に取り付け、
ｄ．前記免震装置の上に、下面にアンカーボルトを介して上部ベースプレー
トが取り付けられた上部フーチングを載置して固定ボルトにより固定し、
ｅ．前記上部フーチングに上部構造の柱及び基礎梁の端部が取り付けられた
構成で構築され、
ｆ．さらに、前記上部フーチングの上に柱を立設し、各階毎に柱間に大梁を
架け渡して複数階の建造物が構築される構成の
ｇ．免震建物。」（イ号図面の説明書３頁３行～１７行）

２　当審によるイ号物件の特定
（１）イ号図面及びその説明書（甲第２号証）
ア　イ号図面の説明書には以下の記載がある。
（ア）「図２（ｂ）の仮想線ａで示したように型枠で四角形状に囲うと共
に、各形成される下部基礎４の間につなぎスラブ５を形成すべく両側からの
囲いで所要幅の空間部を形成し」（イ号図面の説明書１頁２０行～２２行。
下線は当審で付与。以下同様。）

（イ）「下部ベースプレート６の中央部には、図２（ａ）に示したように、
コンクリート打設孔７が設けられると共に、下面側には、円形状に所要間隔
をもって複数の下部アンカーボルト８と袋ナット９とが取り付けられてお
り、図２（ｂ）で示したように、下部アンカーボルト８は、鋼管杭２の空間
部２ｂ内に垂下した状態で、袋ナット９は鋼管杭２の頭部から立ち上げて形
成された下部基礎４の上面に位置する。」（イ号図面の説明書１頁２５
行～２９行。）

（ウ）「下部ベースプレート６の中央部の打設孔７から鋼管杭２の空間部
２ｂ内と、下部ベースプレート６の周縁部と型枠との空間から下部基礎４を
形成するためのコンクリートを打設すると共に、つなぎスラブ５を形成する
ためのコンクリートも略同時に打設して一体化するのである。・・・図３に
示したように、杭２の頭部内空間部２ｂも含めて頭部周囲と上部とに立ち上
げられた下部基礎４が一体的に形成され、該下部基礎４の上面には下部ベー
スプレート６が面一状態で一体的に取り付けられると共に、つなぎスラブ５
も連続して形成されている。」（同説明書２頁１行～９行）

イ　イ号図面から、以下の事項が看て取れる。
（ア）上記ア（ア）、（ウ）の記載を踏まえ、イ号図面の図１～５から、下
部基礎４とつなぎスラブ５はコンクリートで一体的に形成され、両部材に
よって鋼管杭２同士が連結されていること、及び下部基礎４、つなぎスラブ
５、鋼管杭２により下部構造の基礎が構成されている。



（イ）上記ア（イ）の記載を踏まえ、イ号図面の図２～４から、免震装置が
固定される下部ベースプレート６の下面には下部アンカーボルト８が固定さ
れている。

（ウ）上記ア（イ）、（ウ）の記載を踏まえ、イ号図面の図２～４から、下
部アンカーボルト８は鋼管杭２の杭頭部まで挿入されること、下部ベースプ
レート６はコンクリート打設前に位置決めされていること、及び鋼管杭２頭
部とその周縁部にコンクリートを打設し下部ベースプレート６下面まで充填
することで、硬化したコンクリートにより、鋼管杭２と、下部基礎４と、下
部ベースプレート６が一体化されている。

（２）イ号物件の特定
　上記１及び（１）を総合して、イ号物件を上記本件特許発明の構成要件
Ａ～Ｆに対応させて整理すると、イ号物件は以下のとおり分説した構成を具
備するものと認められる（構成ごとに記号ａ～ｆを付した。以下、分説した
構成を「構成ａ」などという。）。　

「ａ　建物の上部構造における鉛直荷重を支える複数本の柱の位置に、下部
構造の基礎となる複数本の鋼管杭を地盤に打ち込み、各柱が取り付けられる
フーチングと鋼管杭を含む下部基礎との間に免震装置が取り付けられた免震
建物であって、
ｂ　前記下部構造の基礎は、地盤に打ち込まれた複数本の鋼管杭と、鋼管杭
の頭部と周囲とを囲うように立ち上げて形成された下部基礎、及び下部基礎
とコンクリートで一体的に形成されたつなぎスラブから形成され、下部基礎
とつなぎスラブにより鋼管杭の杭頭部同士は連結され、前記下部基礎の上面
中央部に免震装置が固定され、前記免震装置の上に上部フーチングを載置し
て、前記上部フーチングに上部構造の柱及び基礎梁の端部が取り付けられた
構成で、さらに、前記上部フーチングの上に複数階の建造物が構築され、
ｃ　前記免震装置は、前記下部基礎の上面中央部に設置された下部ベースプ
レート上に固定ボルトにより固定されており、
ｄ　前記下部ベースプレートの下面にはアンカーボルトが固定されており、
ｅ　前記鋼管杭の杭頭部まで前記下部ベースプレートのアンカーボルトを挿
入し、かつ前記下部ベースプレートを位置決めした状態で、前記杭頭部及び
その周縁部にコンクリートを注入して前記下部ベースプレート下面まで充填
することで、硬化したコンクリートにより前記鋼管杭と、前記下部基礎と、
前記下部ベースプレートが一体化されている
ｆ　免震建物。」

第４　属否の判断
　イ号物件が、本件特許発明の構成要件を充足するか否かについて検討す
る。

１　構成要件Ａについて
　イ号物件の構成ａの「建物」、「下部構造の基礎」、「免震装置」は、そ
れぞれ本件特許発明の「建物本体」、「建物基礎」、「免震装置」に相当す
ることは明らかである。
　したがって、イ号物件の構成ａは本件特許発明の構成要件Ａを充足する。

２　構成要件Ｂについて
（１）イ号物件の構成ｂの「鋼管杭」、「基礎梁」が、それぞれ本件特許発
明の「鋼管杭」、「最下階の大梁」に相当する。

（２）イ号物件の構成ｂについて「鋼管杭の頭部と周囲とを囲うように立ち
上げて形成された下部基礎、及び下部基礎と一体的に形成されたつなぎスラ
ブから形成され、下部基礎とつなぎスラブにより鋼管杭の杭筒部同士は連結
され」ていることから、イ号物件の構成ｂの「下部基礎とつなぎスラブ」
は、本件特許発明の「連結部材」に相当する。

（３）イ号物件の構成ｂの「免震装置」は「鋼管杭の頭部と周囲とを囲うよ
うに立ち上げて形成された下部基礎」の「上面中央部」に固定されており、



すなわち下部基礎上に固定されるものである。
　一方、本件特許発明は、構成要件Ｂに関して「鋼管杭の杭頭部上に」「免
震装置が固定され」るとの構成を有している。当該「鋼管杭の杭頭部上」に
関連して、本件特許の明細書では「背景技術」として「【０００２】・・・
特許文献１に記載された免震建物は、地盤に貫入した支持杭、この支持杭頭
部に固定された基礎フーチング、および基礎フーチング同士を連結する基礎
梁からなる建物基礎と、基礎フーチング上に固定された免震装置と、この免
震装置上に固定された建物本体とを備えて構成されている。・・・」（下線
は当審で付与。以下同様。）とあるように、支持杭頭部に基礎フーチングを
構築し、基礎フーチング上に免震装置を固定する技術を挙げ、「発明が解決
しようとする課題」として「【０００４】しかしながら、前記特許文献１に
記載の免震建物では、支持杭を施工してから基礎フーチング下面位置および
基礎スラブ下面位置まで地盤を掘削し、基礎フーチングを支持杭頭部に一体
に形成し、かつ基礎スラブおよび基礎梁を形成して建物基礎を構築し、その
後に、基礎フーチング上に免震装置をセットする必要がある。このため、建
物基礎の施工に手間が掛かって免震装置のセットまでに長期間を要するため
に、建物の施工に係る全体工期も長期化してしまうという問題がある。」と
し、基礎フーチング上へ免震装置を設置することの問題点を記載している。
さらに、図３、４等の実施例から見て、鋼管杭の杭頭部上に基礎が設けられ
た態様はないことから、本件特許発明の構成要件Ｂにおける「前記鋼管杭の
杭頭部上に前記免震装置が固定され」るとは、鋼管杭の杭頭部上に免震装置
が直接固定されることを意味し、鋼管杭の杭頭部上に基礎フーチング等を設
置し、これを介して免震装置を固定することは含まれないことは明らかであ
る。
　そして、イ号物件の構成ｂの「免震装置」は下部基礎上に固定されるもの
であるから、本件特許発明の構成要件Ｂの「鋼管杭の杭頭部上に前記免震装
置が固定され」ることに該当しない。

（４）したがって、イ号物件の構成ｂは本件特許発明の構成要件Ｂを充足し
ない。
　
３　構成要件Ｃについて
　イ号物件の構成ｃにおいて、「下部ベースプレート」は「下部基礎の上面
中央部に設置され」ている。
　そして、上記２（３）で説示したとおり、本件特許発明は鋼管杭の杭頭部
上に免震装置が直接固定されることを前提としているから、本件特許発明の
構成要件Ｃの「鋼管杭の杭頭部に設置された固定部材」は杭頭部上の基礎に
設置されるものではないことは明らかである。
　よって、イ号物件の構成ｃの下部ベースプレートは下部基礎上に固定され
ていることから、本件特許発明の構成要件Ｃの「免震装置は、前記鋼管杭の
杭頭部に設置された固定部材を介して当該鋼管杭に固定され」ることに該当
しない。
　したがって、イ号物件の構成ｃは本件特許発明の構成要件Ｃを充足しな
い。

４　構成要件Ｄについて
　イ号物件の構成ｄの「下部ベースプレート」、「アンカーボルト」が、そ
れぞれ本件特許発明の「ベースプレート」、「アンカー部材」に相当するこ
とは明らかである。
　したがって、イ号物件の構成ｄは本件特許発明の構成要件Ｄを充足する。

５　構成要件Ｅについて
　イ号物件の構成ｅにおいても「鋼管杭の杭頭部まで前記下部ベースプレー
トのアンカーボルトを挿入し、かつ前記下部ベースプレートを位置決めした
状態で、前記杭頭部」「にコンクリートを注入して前記下部ベースプレート
下面まで充填することで、硬化したコンクリートにより前記鋼管杭と」「前
記下部ベースプレートが一体化されている」のであるから、イ号物件の構成
ｅは本件特許発明の構成要件Ｅに該当する。
　したがって、イ号物件の構成ｅは本件特許発明の構成要件Ｅを充足する。

６　構成要件Ｆについて



　イ号物件の構成ｆは本件特許発明の構成要件Ｆに該当することは明らかで
あるので、イ号物件の構成ｆは本件特許発明の構成要件Ｆを充足する。

７　本件特許発明についてのまとめ
　以上のとおり、イ号物件は、本件特許発明の構成要件Ｂ、Ｃを充足しない
から、イ号物件は、本件特許発明の技術的範囲に属しない。

第５　請求項２ないし５に係る発明について
　本件の請求項２ないし５は請求項１を直接的または間接的に引用する形
で、請求項１に係る発明（本件特許発明）をさらに限定する発明である。し
たがって、上記のようにイ号物件が本件特許発明の技術的範囲に属しない以
上、イ号物件は本件の請求項２ないし５にかかる発明の技術的範囲にも属し
ない。

第６　むすび
　以上のとおり、イ号物件は、本件特許発明の構成要件Ｂ、Ｃを充足しない
から、イ号物件は、本件特許に係る特許発明の技術的範囲に属しない。
　
　よって、結論のとおり判定する。

平成２９年　６月　１日

　　審判長　　特許庁審判官 前川 慎喜
特許庁審判官 井上 博之
特許庁審判官 小野 忠悦
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